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大学の経済効果
—関西大学のケースー―-
宮本勝浩
第 1章大学の経済効果とは
近年，「経済効果」という言葉がよくマスコミに登場する。「阪神タイガース優勝の経済効
果」，「オリンピックの経済効果」，「ワールドカップの経済効果」「観光の経済効果」，「企業誘
致の地域に与える経済効果」，「イベントの経済効果」，「祭りの経済効果」等々である。
大学の教育効果についてはこれまでも非常に多くの研究，議論がなされてきているが，大
学の経済効果に関してはほとんど研究されてきていない。しかし，大学が地域の経済に与える
効果は非常に大きいと考えられる。大学が地域に与える経済効果についての興味深い研究とし
ては，平成14年2月に北海道の苫小牧市が駒沢大学と協力して，苫小牧駒沢大学の経済効果を
分析したものがある。この分析は，地域における大学の存在がどの程度その地域に経済効果を
もたらすかを産業連関表を用いて分析したものである。この分析によると，苫小牧駒沢大学
は苫小牧市に毎年約20億円の消費，投資の増加をもたらし，市内産業への生産波及効果は約13
億円であり，総計33億円の経済効果をもたらすことを計算している。
本報告書は，関西の代表的私立大学である関西大学が大阪，関西地域を中心に日本全体にど
のような経済効果をもたらすかを，産業連関表などを用いて推定したものである。本報告書は
次のように構成されている。第 2 章では，学生消費支出，教職員消費支出，大学経常消費•投
資支出を含める関西大学の経済波及効果を推定する。第3章では，関西大学のマスコミ経済効
果を推定する。第4章では，関西大学の「アイスアリーナ」の経済効果を推定している。最後
に，第5章は結論である。
第2章 関西大学の経済波及効果
2-1. はじめに
明治19年(1886年）に開校された関西大学は今年120年を迎えた。この歴史のある関西大学は，
関西地域のみならず日本においても著名な私立大学の一つであるが，本大学が地域経済および
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日本全体の経済発展に対してどのような影響を与えているのかという問題は，経済学的に非常
に興味の惹かれる課題である。本報告書は，平成12年大阪府産業連関表，平成12年近畿産業連
関表および平成12年日本全国の産業連関表に基づいて，平成15年度から平成18年度の関西大学
の消費支出と投資支出の経済波及効果を試算した。
この試算では，消費と投資に関して 3種類の支出の経済波及効果を分析した。その3種類の
支出は，それぞれ学生消費支出，教職員消費支出，大学経常消費•投資支出である。各年度の
推定結果から見れば，関西大学の各年度の支出は600~630億円程度を維持している。この消
費•投資支出の経済波及効果（直接効果と 1 次波及効果および 2 次波及効果の合計）を試算し
た結果，大阪府においては810~850億円の生産 s,soo~s.soo人の雇用， 530~560億円の粗付
加価値を誘発し，近畿においては815~870億円の生産， 515~550億円の粗付加価値を誘発し，
日本全国においてはl,230~1,250億円の生産， 9,000~9,600人の雇用， 1,100~1,200億円の粗付
加価値を誘発していると考えられる。
本章は次のように構成される。第2-2節では，関西大学の学生の消費支出，教職員の消費
支出および大学経常消費•投資支出の推定を行う。第 2-3 節では，平成12年大阪府産業連関
表，平成12年近畿産業連関表，平成12年日本全国産業連関表に基づいて関西大学全体の消費・
投資支出の大阪府の経済，近畿の経済および日本全国の経済に対する経済波及効果を推定す
る。最後に，第2-4節では結論について論述する。
2-2. 関西大学の消費支出の推定
(1)学生消費支出の推定
関西大学は学部と大学院だけではなく，高等学校，中学校および幼稚園も所有している。最
初に，幼稚園を除いたすべての学生の消費支出を推定する。
まず，学部と大学院の学生消費支出を推定する。表2-1は，関西大学の『平成15年度学生
生活実態調査報告』に基づいて推定した同年度の学生平均消費支出を示している。表2-2は，
平成15年度の学生平均消費支出をもとに推定した平成15年度から平成18年度の大学学生消費支
出の推定値である。ここで，学生数は学部生と大学院生の在籍数ではなく，学費納入者数であ
る。
次に，高等学校と中学校の学生の消費支出を推定する。 2004年11月 ~12月に行われた「第 1
回子ども生活実態調査」 (http://www.crn.or.jp/LIBRARY /SEIT AI/index.html) により，中
学生の小遣いの 1ヵ月の平均額は2,559円で，高校生の小遣いの 1ヵ月の平均額は5,379円であ
る。この平均額にもとづいて，関西大学の高校と中学校の生徒の各年度の消費額を推定した。
その推定額は表2-3に示されている。
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表 2-1 平成15年度の学生消費支出の算出（円）
住居別の 1人当たりの 1ヵ月平均消費額 1人当たりの 1人当たりの
消費名目別
自宅生 自宅外 1ヵ月平均消贅額 年間消費額
食費 ll,090 27,670 15,586.7 187,040.6 
住居費 ゜ 57,570 15,613.8 187,365.1 日常費 12,700 15,100 13,350.9 160,210.9 
勉学・ 図書費 5,050 5,950 5,294.1 63,529.1 
娯楽・レジャー交際費 13,710 14,780 14,000.2 168,002.4 
通信費 6,870 9,990 7,716.2 92,594.2 
クラブ活動費 6,660 5,450 6,331.8 75,982.0 
貯金・ローン返済 21,110 24,810 22,113.5 265,3619 
A ロ 計 77,190 161,320 100,007.2 1,200,086.2 
出所：『平成15年度学生生活実態調査報告書』関西大学
注：「平成15年度学生生活実態調査報告書』により，調査学生数の1.120人のうち， 自宅生は816人で．自宅外生は304人
である。したがって. 1人当たりの 1ヵ月平均消費額は次の式で算出されたものである。
1人当たりの 1ヵ月平均消費額＝（自宅生消費額X816+自宅外学生消費額X304) /1J20 
1人当たりの年間消費額（円） = 1人当たりの 1ヵ月平均消費額X12 
表2-2 各年度の学生消費額の推定値（百万円）
消費科目別 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度
食費 5,1749 5,191.5 5,076.5 5,117.6 
住居費 5,1838 5.200.5 5,085.3 5,126.5 
日常費 4,432.6 4,446.8 4,348.3 4,383.5 
勉学・ 図書費 1,757.7 1,763.3 1,724.2 1,738.2 
娯楽・レジャー交際費 4,648.1 4,663.1 4,559.8 4,596.7 
通信費 2,561.8 2,570.0 2,513.1 2,533.5 
クラブ活動費 2,102.2 2,109.0 2,062.2 2,078.9 
貯金・ローン返済 7,341.8 7,365.4 7,202.2 7,260.6 
h-ロ 計 33,202.8 33,309.6 32,571.5 32,835.6 
注：各年度消費額＝表1の1人当たりの年間消費額（円） X各年度の学費納入者数。各年度の学費納入者数は平成15年度
に27,667人で，平成16年度に27,756人で，平成17年度に27,141人（大学による推定値）で，平成18年度に27,361人（大
学による推定値）である。
表2-3 高校と中学校の生徒の消費支出（円）
科 目 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度
中学校 1,965,312 1,978,017 1,949,958 1,965,312 
高校 7,240,314 7,218,618 7,267,029 7,240,314 
ムロ 計 9,205,446 9,196,725 9,216,987 9,205,446 
注：中学校と高校の生徒数は学費納入者数である。平成16年にはそれぞれ773人と2.115人で，平成17年には762人と2,113
人である。平成15年と平成18年には，平成16年と平成17年の生徒数の平均値を近似値として使った。つまり，中学
校の生徒数は768人で，高校の生徒は2,114人である。
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(2)教職員の消費支出の推定
教職員の消費支出は，関西大学各年度の教員人件費，職員人件費および役員報酬の合計に基
づいて可処分所得を算出し， さらに可処分所得に大阪府の平均消費性向を掛けて消費支出を推
定した。表2-4は各年度の教職員の消費支出の推定値を示している。
表2-4 教職員の消費支出の推定（百万円）
科 目 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度
教員人件費 11.413.30 11,805.30 12,021.80 12,136.29 
職員人件費 6,013.50 5,822.95 6,004.23 5,795.16 
役員報酬 70.31 70.41 68.60 70.13 
人件費の合計 17,497.11 17,698.67 18,094.62 18,001.58 
可処分所得の合計 15.152.49 15,357.13 15,561.37 15,481.36 
教職員の消費支出 12,485.66 12,254.99 11,390.93 11,332.35 
注： (1)平成15年度と平成16年度の人件費は決算値で，平成17年度と平成18年度の人件費は予算値である。
(2)可処分所得の合計＝人件費の合計x大阪府の可処分所得率
教職員の消費支出＝可処分所得の合計x大阪府の平均消費性向
ただし，大阪府の各年度の可処分所得率と平均消費性向は大阪市の可処分所得率と平均消費性向を使ってい
る。大阪市の各年度の可処分所得率と平均消費性向は大阪府総務部統計課による「おおさかの家計』 (http://
www.pref.osaka.jp/osaka-pref/toukei/)を参考するものである。大阪市の可処分所得比率と平均消費性向は，
平成15年度においてそれぞれ0.866と0.824で，平成16度においてそれぞれ0.8677と0.798で，平成17年度において
それぞれ0.86と0.732である。平成18年度の値は平成17年度のデータを使った。
(3) 大学の経常消費•投資支出
大学の経常消費•投資支出は，各年度の「資金収支計算書の支出の部」から算出されたもの
である。大学の経常消費•投資支出は，教育研究経費支出，管理経費支出，施設関係支出，設
備関係支出の合計により算出されたものである。ただし，除却費支出は教育研究費から，年金
支出は管理経費支出から，建設仮勘定支出は施設関係支出から控除している。表2-5は各年
度の関西大学の経常消費• 投資支出を示している。
表2-5 大学の経常消費•投資支出（百万円）
科 目 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度
教育研究経費支出 8,992.41 9,059.01 9,568.69 9,789.71 
管理経費支出 1,486.59 1.534.44 1,643.11 1,699.07 
施設関係支出 2,784.88 1,820.72 4,909.02 4,570.94 
設備関係支出 1.691.60 1,638.82 2,222.42 1,976.28 
A ロ 計 14,955.47 14,052.98 18,343.24 18,036.00 
注：各科目の値は，平成15年度と平成16年に決算値で，平成17年度と平成18年度に予算値である。
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2-3. 関西大学の消費•投資支出の経済波及効果
(1)大阪府の経済に対する波及効果
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前節では学生消費支出，教職員消費支出および大学経常消費•投資支出を推定した。しかし，
これらの支出額は産業連関表の各産業の分類に対応していないので，そのまま産業連関表に代
入することができない。より正確に経済波及効果を推定するためにはそれぞれの支出はどの
部門で消費されるのかを詳しく推定しなければならない。
学生消費支出の各科目の産業連関表の各部門への按分方法は，苫小牧市によって作成された
「苫小牧駒澤大学の立地に伴う経済効果分析調査一平成10年度苫小牧市産業連関推計表による
経済効果分析一」 (http://www.city.tomakomai.hokkaido.jp/kikaku/toukeipage/renkan/pdf/
mokuji.pdf)を参考に作成したものである。この按分方法は表2-6で示されている。
「第 1 回子ども生活実態基本調査」により，中学校と高校の生徒の小遣いは，本・雑誌•漫画，
食べ物，貯金，おしゃれに必要なもの（服や化粧品など）， CD・DVD, 文房具などの学習に
必要なもの，カラオケやゲームセンター，スポーツ用品，おもちゃ・グッズ，交通費，携帯電
話費お芝居などに使われている。この使い道を参考にして，この消費支出を表7のように産
業連関表の各産業へ振り分ける。
消費名目別
表2-6 学生消費支出の産業連関表への按分方法
按分方法
食費 農林水産業 0.1 食料品 0.4 商業 0.5
住居費 電カ・ガス・熱供給 0.2 水道・廃棄物処理 0.1 不動産 0.7
日常費 繊維製品 1/3 化学製品 1/3 石油• 石炭製品 1/3
勉学・図書費 バブル・紙・木製品 0.1 その他の製造業 0.1 商業 0.5 教育・研究0.3
娯楽・レジャー交際費 その他の製造業 1/3 通信・放送 1/3 対個人サービス 2/3
通信費 通信・放送
クラブ活動費 その他の製造業 1/3 通信・放送 1/3 対個人サービス2/3
貯金・ローン返済 金融・保険
表2-7 高中学生消費支出の産業連関表への按分方法
食料品 0.15 繊維製品 0.1 バブル・紙・木製品 0.05 
化学製品
金融・保険
教育・研究
0.1 その他の製造工業製品 0.15 商業
0.05 運輸 0.05 通信・放送
0.1 対個人サービス 0.1 
0.05 
0.1 
教職員の消費支出は，平成12年度大阪府産業連関表の最終需要部門の民間消費支出の投入係
数で各部門へ按分された。大学経常消費•投資支出の各科目の産業連関表の各部門への按分方
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法は「苫小牧駒澤大学の立地に伴う経済効果分析調査」を参考に作成したものである。この按
分方法は表2-8で示されている。
しかし，各部門の支出が産業連関表の各産業に振り分けされても，まだ産業連関分析はでき
ない。それは，産業連関表は生産価格で作成されているが，他方各部門の支出は購入者価格で
計測されているからである。したがって各産業への振り分け額から商業マージンと国内運賃
マージンを控除して，さらに商業マージンと国内運賃マージンを商業産業と運輸産業へ加えな
ければならない。商業マージンと運賃マージンの表は，平成12年大阪府産業連関表の中に含め
られていないが，平成12年日本全国産業連関表 (104部門）には含まれている。それを大阪府
の32部門の産業連関表へ換算してから，関西大学の消費• 投資支出の大阪府の経済に対する波
及効果を推定する。その結果は表2-9で与えられている。
消費科目
旅費交通費支出
消耗品費支出
表2-8 消費支出の産業連関表への按分方法
按分方法
廂業 0.2 運輸0.6 対個人サービス0.2
バブル・紙・木製品 0.1 化学製品 0.1 石油• 石炭製品 0.25 電気機械 0.1
その他の製造工業製品 0.2 商業 0.25
印刷• 製本費支出 その他の製造工業製品
補助費支出 教育・研究
奨学費支出 教育・研究
通信運搬費支出 運輸 0.4 通信・放送 0.6
光熱水費支出 石油•石炭製品 0.1 電カ・ガス・熱供給 0.6 水道・廃棄物処理 0.3
広告費支出 対事業サービス
修繕費支出 その他の製造工業製品 0.5 建設 0.5
保険料支出 金融・保険
業務委託費支出 対事業サービス
賃借料支出 不動産 0.8 対事業サービス 0.2
租税公課支出 公務
諸会費支出 教育・研究
支払手数料・報酬支出 教育・研究 0.5 対事業サービス 0.5
渉外費支出 商業 0.5 対個人サービス 0.5
会議・会合費支出 商業 0.5 対個人サービス 0.5
雑費支出 その他の製造工業製品 0.3 商業 0.2 対事業サービス 0.3 対個人サービス 0.2
福利厚生費支出 医療・保健・社会保障・介護 0.6 対事業サービス 0.2 対個人サービス 0.2
建物支出 建設
構築物支出 金属製品 0.3 建設 0.7
施設利用権支出 不動産
敷金・保証金支出 不動産
教育研究用機器備品支出 一般機械 0.4 電気機械 0.6
その他の機器備品支出 一般機械 0.4 電気機械 0.6
図書支出 その他の製造工業製品
車輌支出 運送機械
表2-9 関西大学の大阪府への経済波及効果の推測（人， 百万円）
生産の誘発効果 労働の誘発効果 粗付加価値の誘発効果
部門別 部門別支出 と と と
小計1次波及効果 2次波及効果 小計 1次波及効果 2次波及効果 小計 1次波及効果 2次波及効果
高中学生の消費支出 9.21 9.13 2,93 12.06 0.69 0.21 0.90 6.00 1.92 7.92 
ヘ‘‘，ヽ 生の消費支 33,202.78 36,237.81 9,731.78 45,969.59 2,340.03 710.31 3,050.35 23,812.49 6,394.92 30,207.41 
15年度 教職員の消費支出 12,485.66 12,792.79 3,418.00 16,210.79 933.73 249.48 1,18321 8,406.36 2,246.03 10,652.39 
大学の経常支出 14,955.47 16,493.56 4,836.88 21,330.44 1,075.25 353.04 1,428.29 10,838.20 3,178.40 14,016.60 
60,643.91 65,524.16 17,986.66 83,522.87 4,349.02 1,312.83 5,662.75 43,05705 11,819.34 54,884.32 
高中学生の消費支出 9.20 9.13 2.83 11.96 0.69 0.21 0.89 6.00 1.86 7.86 
大学学生の消費支 33,309.59 36,354.38 9,455.02 45,809.41 2,347.56 690.11 3,037.67 23,889.09 6,213.06 30,102.15 
16年度 教職員の消費支出 12,254.99 12,556.45 3,249.00 15,805.45 916.48 237.14 1,153.62 8,251.06 2,134.97 10,386.03 
大学の経常支出 14,052.98 15,382.10 4,388.09 19,770.19 983.03 320.28 1,303.31 10,107.84 2,883.49 12,991.33 
59,617.57 64,292.93 17,092.11 81,397.00 4,247.08 1,247.54 5,495.50 42,247.99 11,231.52 53,487.37 
高中学生の消費支出 9.22 9.15 2.60 11.75 0.69 0.19 0.88 6.01 1.71 7.72 
大学学生の消費支出 32,571.54 35,548.86 8,480.86 44,029.72 2,295.55 619.01 2,914.55 23,359.77 5,572.92 28,932.69 
17年度 教職員の消費支出 11,390.93 11,671.13 2,770.15 14,441.28 851.86 202.19 1,054.06 7,669.30 1,820.31 9,489.61 
大学の経常支出 18,343.24 20,676.62 5,484.17 26,160.79 1,383.39 400.28 1,783.67 13,586.97 3,603.74 17,190.71 
合 62,305.71 67,896.62 16,735.18 84,643.54 4,530.80 1,22148 5,753.16 44,616.04 10,99697 55,620.73 
高中学生の消費支出 9.21 9.13 2.60 11.73 0.69 0.19 0.88 6.00 1.71 7.71 
大学学牛の消費支出 32,835.56 35,837.02 8,549.60 44,386.62 2,314.15 624.03 2,938.18 23,549.12 5,618.09 29,167.21 
18年度 教職員の消費支出 11,332.35 11,611.12 2,755.91 14,367.03 847.48 201.15 1,048.64 7,629.87 1,810.95 9,440.82 
大学の経常支出 18,036.00 20,222.68 5,329.68 25,552.36 1,337.15 389.01 1,726.16 13,288.67 3,502.22 16,790.89 
ムロ 62,203.91 67,670.81 16,635.19 84,317.73 4,498.79 1,214.19 5,713.85 44,467.66 10,931.27 55,406.64 
??
?
????（??）
注 教職員の消費支出と大学の経常収支は平成15年度と平成16年度において決算値により，平成17年度と平成18年度において予算値により算出されたものである。
? ?
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表 2-9 を見ると，関西大学の各年度の支出は600~630億円程度を維持している。この支出
は， 810~850億円の生産， 5,500~5,800人の雇用， 530~560億円の粗付加価値を誘発している
ことがわかる。そのうち，大学学生の消費支出の波及効果は最も大きい。大学学生の消費支出
は，毎年約450億円の生産，約3,000人の雇用，約300億円の粗付加価値を誘発している。大学
学生の消費支出波及効果に次いで，効果の大きいのは大学の経常経費である。大学の毎年の
140~180億円の経常消費• 投資支出は， 200~260億円の生産， l,300~1,800人の雇用， 130~
170億円の粗付加価値を誘発している。そして，毎年120億円程度に維持されている教職員の消
費支出は，約150億円の生産，約1,000人の雇用，約100億円の粗付加価値を誘発している。高
校と中学校の生徒の消費支出は最も少ない。毎年約900万円の消費支出は，約1,200万円の生
産約 1人の雇用および約800万円の粗付加価値を誘発している。
(2)近畿経済に対する波及効果
関西大学の近畿経済への経済波及効果は近畿産業連関表を使って推定する。近畿産業連関表
の産業分類は大阪府産業連関表と異なる。ここでは，平成12年の27部門の近畿産業連関表を用
いる。前節の按分方法により，学生の消費支出，教職員の消費支出および大学経常消費•投資
支出の27部門の近畿産業連関表の各産業へ振り分け額を再計算して，関西大学の近畿への経済
波及効果を推定する。しかし，近畿産業連関表は労働力係数を明示していないので，労働の誘
発効果を推定できない。生産と粗付加価値の誘発効果に関する推定結果は表2-10で示されて
いる。
表 2-10を見ると，関西大学の各年度の600~630億円程度の支出は， 815~860億円の生産，
515~550億円の粗付加価値を誘発している。そのうち，大学学生の消費支出の波及効果が最も
大きい。大学学生の消費支出は，約450億円の生産，約280億円の粗付加価値を誘発している。
大学学生の消費支出波及効果に次いで，大学の毎年の140~180億円の経常消費• 投資支出は，
200~280億円の生産 130~180億円の粗付加価値を誘発している。そして，毎年約120億円で
維持されている教職員の消費支出は， 150~170億円の生産， 95~105億円の粗付加価値を誘発
している。高校と中学校の生徒の消費支出は最も少ない。毎年約900万円の消費支出は，約
1,200万円の生産および約750万円の粗付加価値を誘発している。
関西大学の消費• 投資支出の近畿経済の波及効果は，大阪府の経済への波及効果に比べてや
や増加したものの大きな変化はなかった。ただ，粗付加価値が逆に小さくなった。それには，
3つの理由が考えられる。 1つは，近畿産業連関表より理解できるが，近畿経済の自給率が大
阪府より大きいこと，そして雇用者所得の投入係数が大阪府産業連関表より小さいことであ
る。近畿経済の自給率と雇用者所得の投入係数の平均値は，それぞれ0.773と0.296であるが，
大阪府の自給率と雇用者所得の投入係数の平均値はそれぞれ0.734と0.337である。近畿産業連
関表を使って近畿経済への波及効果を推定すると，直接効果と 1次波及効果は大阪府産業連関
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表より推定された結果より大きいが， 2次波及効果は小さくなるからである。 2つ目の理由
は，近畿経済全体の平均消費性向が平成15年度と平成16年度において大阪府より小さく，平成
17年度にはやや大きいことにある。平成15年度，平成16年度及び平成17年度の近畿経済全体の
平均消費性向は，それぞれ0.749,0.731, 0.751である。これに対して，大阪府の平均消費性向
は同じ年度でそれぞれ0.824,0.798, 0.732である。したがって，近畿における 2次波及効果
の推定値は平成15年度と平成16年度において相対的に小さくなるからである。三つ目の理由
は，近畿産業連関表の粗付加価値の誘発係数が大阪府より小さいことである。平成12年近畿産
業連関表 (27部門）の民間消費支出部門の粗付加価値誘発係数の平均値は0.633であるが，平
成12年大阪府産業連関表(32部門）の民間消費支出部門の粗付加価値誘発係数は0.657であった。
(3) 日本経済全体に対する波及効果
これまでは，関西大学の消費• 投資支出の大阪府と近畿の経済に対する経済波及効果を推定
した。比較のために，次に関西大学の各年度の消費• 投資支出の日本全体に対する経済波及効
果を平成12年日本全国産業連関表に基づいて試算する。この結果は表2-11で示されている。
表 2-11を見ると，関西大学の各年度の消費• 投資支出はl,230~1,250億円の生産， 9,ooo~
9,600人の雇用， 1,100~1,200億円の粗付加価値を誘発している。そのうち，学生の消費支出の
波及効果は最も大きい。大学学生の消費支出は，約660億円の生産，約5,000人の雇用，約600
億円の粗付加価値を誘発している。そして，大学の毎年の経常消費• 投資支出は， 300~400億
円の生産 2,000~2.soo人の雇用， 280~380億円の粗付加価値を誘発している。教職員の消費
支出は， 230~250億円の生産， l,800~2,000人の雇用， 200~230億円の粗付加価値を誘発して
いる。高校と中学校の生徒の消費支出は最も少ない。毎年約900万円の消費支出は，約2,000万
円の生産，約2人の雇用および1,800万円の粗付加価値を誘発している。
日本全体に対する経済波及効果を大阪府と近畿の経済に対する経済波及効果に比べてみる
と， 日本経済全体に対する経済波及効果が当然のことながら大きい。その理由は，大阪府と近
畿の自給率が日本全体より低いからである。日本全体と比べて，大阪府と近畿における消費・
投資が，大阪府外と近畿地域以外の生産と国外の生産によりまかなわれる割合が相対的に大き
いので，大阪府内と近畿地域における経済波及効果が小さくなるからである。
? ?
表2-10 関西大学の近畿地域への経済波及効果（人，百万円）
生産の誘発効果 粗付加価値の誘発効果
年度別 音r~ 伊]~lj 部門別支出 と 2次波及効果 小計 と 2次波及効果 小計1次波及効果 1次波及効果
高中学生の消費支出 921 9.89 2.01 11.9 6.25 1.27 7.52 
大学学生の消費支出 33,202.78 38,112.29 6,944.18 45,056.46 24,106.51 4,470.65 28,577.17 
教職員の消費支出 12,485.66 13,637.48 2,876.14 16,513.62 8,62588 1,819.20 10,445.08 
大学の経常支出 14,955.47 18,009.29 3,962.09 21,971.38 11,391.11 2,506.07 13,897.18 
60,643.91 69,759.05 13,782.41 83,541.46 44,123.50 8,795.92 52,919.42 
高中学生の消費支出 9.2 9.88 1.96 11.84 6.25 1.24 7.49 
大学学生の消費支出 33,309.59 38,234.89 6,799.09 45,033.98 24,184.06 4,377.25 28,561.31 
16年度 教職員の消費支出 12,254.99 13,385.54 2,755.16 16,140.70 8,466.53 1,742.68 10,209.20 
大学の経常支出 14,052.98 16,786.78 3,593.15 20,379.94 10,617.86 2,272.72 12,890.57 
59,617.57 68,407.21 13,147.41 81,554.62 43,268.44 8,392.64 51,661.09 
高中学生の消費支出 9.22 9.9 2.02 11.92 6.26 1.28 7.54 
こ学学生 32,571.54 37,387.70 6,830.34 44,218.05 23,648.20 4,397.37 28,045.57 
17年度 教職員の梢翌支出 11,390.93 12,441.76 2,630.97 15,072.73 7,869.57 1,664.12 9,533.70 
大学の経常支出 18,343.24 22,587.07 5,030.47 27,617.54 14,286.62 3,181.83 17,468.45 
62,305.71 72,416.53 14,491.78 86,908.31 45,804.39 9,243.33 55,047.72 
高中学生の消費支出 9.21 9.89 2.01 11.9 6.25 1.27 7.53 
大学学生の消費支出 32,835.56 37,690.76 6,885.71 44,576.47 23,839.89 4,433.01 28,272.90 
18年度 教職員の消費支出 11,332.35 12,377.78 2,617.44 14,995.23 7,829.11 1,655.57 9,484.67 
大学の経常支出 18,036.00 22,108.12 4,911.04 27,019.16 13,983.67 3,106.30 17,089.97 
62,203.91 72,176.67 14,414.19 86,590.86 45,652.67 9,194.87 54,847.55 
?｛??????
?
?
注：表2-9と同じ。
表2-11 関西大学の日本全国への経済波及効果（人， 百万円）
生産の誘発効果 労働の誘発効果 粗付加価値の誘発効果
部門別 部門別支出 と
2次波及効果 と と 小計1次波及効果 小計 1次波及効果 2次波及効果 小計 1次波及効果 2次波及効果
高中学生の消費支出 9.21 15.01 5.32 20.32 1.16 0.43 1.59 13.57 4.81 18.38 
大学学生の消費支 33,202.78 50,684.03 15,881.58 66,565.61 3,755.62 1,297.09 5,052.70 45,830.32 14,360.70 60,191.02 
15年度 教職員の消費支出 12,485.66 19,135.87 5,910.55 25,046.42 1,594.67 482.73 2,077.40 17,303.34 5,344.53 22,647.87 
大学の経常支出 14,955.47 24,998.98 8,344.81 33,343.79 1,483.35 681.54 2,164.89 22,604.98 7,545.67 30,150.65 
60,653.12 94,833.88 30,142.25 124,976.14 6,834.80 2,461.79 9,296.59 85,752.21 27,255.71 113,007.92 
高中学生の消費支出 9.2 14.99 5.34 20.33 1.16 0.44 1.59 13.56 4.83 18.39 
大学学生の消費支出 33,309.59 50,847.07 16,018.79 66,865.86 3,767.70 1,308.29 5,075.99 45,977.75 14,484.77 60,462.52 
16年度 教職員の消費支出 12,254.99 18,782 35 5,83271 24,615.06 1,565.21 476.37 2,041.58 16,983.68 5,274.15 22,257.83 
大学の経常支出 14,052.98 23,227.23 7,715.09 30,942.32 1,336.51 630.11 1,966.62 21,002.90 6,976.27 27,979.16 
ムロ 59,626.77 92,871.64 29,571.94 122,413.58 6,670.57 2,415.21 9,085.78 83,977.88 26,740.02 110,717.89 
高中学生の消費支出 9.2 15.03 5.37 20.4 1.16 0.44 1.6 13.59 4.86 18.45 
32,57154 49,720.43 15,727.02 65,447.45 3,684.21 1,284.46 4,96868 44,959.00 14,220.94 59,179.94 
17年度 教職員の消費支出 11,390.93 17,458.05 5,443.33 22,901.38 1,454.85 444.57 1,899.42 15,786.20 4,922.05 20,708.25 
大学の経常支出 18,343.24 31,099.59 10,651.44 41,751.02 1,894.10 869.93 2,764.03 28,121.36 9,631.41 37,752.78 
ムロ 62,314.93 98,293.10 31,827.15 130,120.25 7,034.33 2,599.40 9,633.73 88,880J6 28,779.26 117,659.41 
高中学生の消費支出 9.21 15.01 5.35 20.35 1.16 0.4 1.59 13.57 4.83 18.4 
大学学生0{I':! 貨又 32,835.56 50,123.46 15,790.83 65,914.28 3,714.08 1,289.67 5,003.75 45,323.43 14,278.63 59,602.07 
18年度 教職員の消費支出 11,332.35 17,368.29 5,393.59 22,761.87 1,447.37 440.51 1,887.88 15,705.03 4,877.08 20,582.11 
大学の経品 18,036.00 30,444.82 10,331.67 40,776.50 1,827.87 843.81 2,671.68 27,529.31 9,342.27 36,871.57 
ノ日‘ 62,213.12 97,951.57 31,521.43 129,473.00 6,990.48 2,574.43 9,564.91 88,571.34 28,502.81 ll7,074.15 
??
?
????（??）
注：表2-9と同じ。
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2-4. 結論
本章では関西大学の消費•投資支出の大阪府と近畿地域および日本全体の経済に対する経
済波及効果を，平成12年大阪府産業連関表，平成12年近畿産業連関表，平成12年日本全国産業
連関表に基づいて推定した。関西大学の支出は学生の消費支出，教職員の消費支出，大学の経
常消費•投資支出という三つの部分より構成されている。
本章の推定により，平成17年度の関西大学の経済波及効果は，大阪府内では846億円，近畿
地域では869億円， 日本全体では1,301億円にのぼる膨大なものであること示された。
第3章 関西大学のマスコミ経済効果
3-1. はじめに
本章では，関西大学に関する記事が新聞紙面にとりあげられたマスコミの経済効果を推定す
る。新聞に掲載されることは，非常に大きな宣伝広告効果を持つので，各企業はじめ大学や自
治体なども新聞に広告を掲載する。そして，その大きな広告効果のゆえに広告掲載費用は高額
にのぽっている。それゆえ，新聞に掲載された記事は大きな経済効果を持つことになる。例え
ば 2000年7月に開催された沖縄サミットの際に「外相会議」が開催された宮崎市「シーガイ
ヤホテル」は，テレビ，新聞，雑誌に登場した「外相会議」の件数約2,200件の経済効果を広
告料金換算金額で約39億円と推定した。膨大な経済効果である。それで，本章では関西大学関
係の新聞記事の広告料金換算額を推定試算する。
3-2. 広告の経済効果計算の基準
(1)計算に採用する基準
平成17年度の新聞に掲載された関西大学に関係する記事を採用するが，不祥事，さらに関西
大学出身者や関係者の記事で関西大学の出身であるとの記載がない場合は，一般読者は関西大
学関係の記事であるとの認識ができないので，不採用とした。また，財団法人日本広告業協会
の「新聞広告料金表 (2005年下期版）」に掲載されていない小新聞や地方新聞は金額計算がで
きないので，不採用とした。その結果， 882件の記事を計算した。
(2)広告金額計算の基準
前述のように，財団法人日本広告業協会の「新聞広告料金表 (2005年下期版）」より各紙の
広告料金を計算した。各紙の広告料金は異なるが， 1段（高さ3.3cmx横幅38.5cm)の面積を
基準単価として計算されている。そして記事の面積を計算して，単価との比較で記事の広告
換算金額を計算した。
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3-3. 新聞社別広告換算額
関西大学の記事が掲載された新聞社別の件数と金額は，表3-1, 表3-2, 表3-3で明示
されている。
表3-1新聞社別広告換算金額
新聞社 記事件数 段数合計 換算金額（円）
朝日 147 182.7 145,091,418 
ニμ"J'→L.Jギ9 しヽ 139 163.3 122,110,719 
産経 139 239.5 117,466,670 
毎日 93 112.9 62,831.356 
日経 69 68.1 23.768.390 
神戸 57 58.4 14,559,632 
京都 42 72.4 15,688,236 
日刊工業 29 36.9 2,905,012 
フジサンケイビジネスアイ 28 379 4,118,961 
スポーツニッポン 26 76 11,251,753 
日刊スポーツ 24 61.4 9,192,169 
サンケイスポーツ 23 72.9 11,735,766 
スポーツ報知 23 67.1 7.750,231 
デイリースポーツ 19 64.3 9,615,896 
大阪日日 13 19.4 2,701.104 
夕刊フジ 6 28.3 3,536,500 
奈良 3 1.9 249,294 
日刊ゲンダイ l 3.4 374,000 
日経産業 l 0.7 151,481 
合 計 882 1,367.50 565,098,587 
表3-2 分野別換算額（円）
分 野 記事件数 段数合計 換算金額
スポーツ 411 794 286,151,800 
教職員 207 316 151,954,342 
法人関西大学 193 138 68,806,672 
卒業生 71 119 58.185,772 
A 日 計 882 1,367 565,098,587 
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表3-3分野別詳細換算額（円）
分野 記事 記事件数 段数合計 換算金額
高橋大輔選手．織田信成選手（フィギュアスケート） 258 512.6 214.441,314 
関西大学（施設学生，公開講座など） 193 137.5 68,806,672 
スポーツ一般（野球，サッカー，水泳など） 79 106.5 37,449,869 
岩田稔選手（阪神タィガース） 74 175.3 34,260,618 
教職委員のコメント 66 89.1 39,674,337 
藤田真ー教授（文学部） 51 106.6 51,040,318 
卒業生のインタビュー 41 107 51,940,574 
企業， 自治体の人事 30 12.3 6,245,199 
竹内洋教授（社会学部） 17 25.7 16,552,016 
研究開発関係 15 21.8 6,686,131 
桂三枝師匠 15 17.9 8,492,425 
安部誠治教授（商学部） 12 13.6 6,838,390 
森岡孝二教授（経済学部） 8 4 1,631,927 
永井良和教授（社会学部） 8 19.9 10,869,517 
吹田浩教授（文学部） 8 9.6 4,893,880 
河田悌一学長 7 8 5,275,400 
ムロ 計 882 1,367.5 565,098,587 
計算の結果，平成17年度における関西大学関係の記事が新聞各紙に掲載された経済効果は，
総額5億6,509万円にのぼることがわかった。この経済効果は非常に大きなものであり，平成
16年度決算の教育研究費と管理経費合計2億6,561億円の2倍以上である。
分野別では，フィギュアスケート，野球，サッカー，水泳などのスポーツ関連の新聞掲載記
事の経済効果は非常に大きいことが判明した。特に，フィギュアスケートの高橋大輔選手，織
田信成選手関係の記事の経済効果は，関西大学の新聞記事の経済効果全体の約38%であり，―
人が関西大学のアピールに大いに貢献していることがわかる。
第4章 アイスアリーナの経済効果
関西大学の高槻キャンパスに，平成18年7月13日に「アイスアリーナ」が完成し，記念式典
が開催された。フィギャアスケート，スピードスケート・ショートトラックの公式試合だけで
はなく，アイスホッケーの国際競技も開催することができる日本の大学では屈指の通年型スケ
ートリンクである。本章では，アイスアリーナの経済効果を推定する。
4-1. 建設の経済効果
アイスアリーナの建設費を約 8億円と考えて，経済効果を分析する。平成12年大阪産業連関
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表平成12年近畿産業連関表，平成12年日本全国産業連関表に基づいて，アイスアリーナの大
阪府関西近畿地方，日本全体に与える経済効果を分析する。
表4-1 アイスアリーナ建築の経済波及効果（人，百万円）
経済波及効果 大阪府 近畿地域 全国
直接効果と 1次波及効果 1.152.02 1,179.92 1,527.06 
生産の誘発効果 2次波及効果 313.05 287.74 543.39 
小 計 1,465.07 1,467.66 2,070.46 
直接効果と 1次波及効果 90.89 114.42 
労働の誘発効果 2次波及効果 22.85 44.38 
小 計 113.74 158.8 
直接効果と 1次波及効果 757.02 746.31 1,380.83 
粗付加価値の誘発効果 2次波及効果 205.01 182 491.36 
小 計 962.72 928.31 1,872.18 
分析の結果関西大学のアイスアリーナの建設の経済波及効果は，大阪府では14億6,507万
円，近畿地域では14億6,766万円， 日本全体では20億7,046万円にのぼることが証明された。ま
た，大阪府内では114人の雇用増加効果， 9億6,272万円の粗付加価値の増加をもたらす。さら
に， 日本全体では159人の雇用増加， 18億7,218万円の粗付加価値の増加を誘発したことが証明
された。
4-2. 新聞掲載の経済効果
高槻キャンパスのアイスアリーナは， 日本の大学では屈指の通年型スケートリンクであるの
で，新聞各紙が大きく報道した。ここでは第3節で分析されたように社団法人日本広告業協
会「新聞広告料金表 (2005年下期版）」にもとづき，新聞に掲載されたアイスアリーナの記事
の経済効果を推定する。
関西大学のアイスアリーナに関する新聞記事は，中央紙は約6段，地方紙は約17段，スポー
ツ紙は約11段，タブロイド紙は約3段の合計37段であった。これらの数値に上述の「新聞広告
料金表」の金額をあてはめると，中央紙は710万円，地方紙は390万円，スポーツ紙は440万円，
タブロイド紙は210万円の合計1,750万円であった。
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表4-2 アイスアリーナの新聞記事の経済効果
新聞社
合計段数 広告換算額
段数 構成比（％） 金額（円） 構成比（％）
産経新聞 1.52 4.14 1,847,325 10.54 
毎日新聞 1.71 4.67 2,023,636 11.55 
s 朝日新聞 0.96 2.60 1.147,013 6.55 読売新聞 1.1 3.03 1.251.761 7.14 
日本経済新聞 0.53 1.44 835,075 4.77 
小 計 5.83 15.89 7,104,810 40.55 
日刊スポーツ 1.19 3.25 767,782 4.38 
スポーツニッポン 2.74 7.47 923,221 5.27 
ス
スポーツ報知 1.77 4.81 928,909 5.30 
ポ サンケイスポーツ 1.78 4.85 629,610 3.59 
l 
瓜 デイリースポーツ 1.92 5.23 816,883 4.66 
道新スポーツ 0.68 1.84 43,896 0.25 
中日スポーツ 1.17 3.18 312,078 1.78 
小 計 11.25 30.63 4,422,379 25.24 
ブ
中日新聞 1.14 3.11 1,228,571 7.01 
ロ 北海道新聞 0.99 2.69 557,662 3.18 
ツ
瓜 東京新聞 0.64 1.74 309,896 1.77 
小 計 2.77 7.54 2,096,130 11.96 
岩手日報 0.78 2.12 181,558 1.04 
福島民友 0.71 1.95 142,857 0.82 
山梨日日新聞 0.57 1.56 121,143 0.69 
静岡新聞 1.17 3.18 362,338 2.07 
北日本新聞 0.90 2.44 224,026 1.28 
北国新聞 0.94 2.55 259,948 1.48 
大阪日日新聞 3.53 9.62 652,273 3.72 
> 京都新聞 0.62 1.70 143,377 0.82 
神戸新聞 1.01 2.75 218,244 1.25 
奈良新聞 1.19 3.25 165,600 0.95 
山陽新聞 1.30 3.54 331,169 1.89 
中国新聞 112 3.04 333,948 1.91 
高知新聞 1.1 3.01 271,091 1.55 
徳島新聞 1.92 5.23 490,130 2.80 
小 計 16.87 45.94 3,897,701 22.25 
合 計 36.72 100 17,521.021 100 
注： 1段＝幅3.3cmx長さ38.5cm
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4-3. テレビ放映の経済効果
アイスアリーナについては，テレビでも頻繁に放映された。テレビの経済効果は非常に大き
い。テレビ放送のスポット広告は，曜日，時間帯によってかなり異なる。また，全国ネットか
ローカルによっても非常に大きな格差がでる。本節では大阪のテレビ局から得た料金情報に
基づいて，広告換算効果の金額を推定する。
表4-3 アイスアリーナのテレビ放送の時間と経済効果
放 送 時間帯 放送時間の長さ 金額（万円）
午前 10分27秒 3,344 
午後 0秒 ゜全国ネット 1分48秒ゴールデンタイム 1,440 
深夜 57秒 152 
午前 59分49秒 7.178 
午後
ローカル
12分21秒 1,482 
ゴールデンタイム 13分34秒 4,341 
深夜 1分37秒 97 
,6. ロ 計 87分21秒 18,034 
4-4. 結論
以上の分析の結果から，関西大学高槻キャンパスの「アイスアリーナ」の経済効果は，以下
の通りである。
表4-4 関西大学高槻キャンパスの「アイスアリーナ」の経済効果
項 目 1 金額（万円）
建設の経済効果
新聞掲載の経済効果
テレビ放映の経済効果
合計
146,766 (近畿関西地域）
1,752 
18,034 
166,552 
アイスアリーナの建設費用は約 8億円であったが，その総経済効果は 2倍以上の16億6,552
万円に達することが証明された。つまり，建設費用を差し引いても，アイスアリーナは 8億
6,500万円以上の大きなプラスの経済効果があったと言える。
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第 5章結論
本報告書では，平成15年から平成18年までの関西大学の経済波及効果を，産業連関分析など
を用いて推定した。
まず，関西大学の消費• 投資支出による経済波及効果は，大阪府内では平成15年度は835億
円，平成16年度は814億円，平成17年度は846億円，平成18年度は843億円であると推定される。
また，近畿地域における経済波及効果は，平成15年度は835億円，平成16年度は816億円，平成
17年度は869億円，そして平成18年度は866億円であると推定される。さらに日本全体では，
平成15年度は1,250億円，平成16年度は1,224億円，平成17年度は1,301億円，平成18年度は1,295
億円であると推定される。
また，平成17年度に新聞に掲載された関西大学関係の記事による宣伝の経済効果は，総額5
億6,509万円にのぽることが推定された。そして，分野別では，フギュアスケート，野球，サ
ッカー，水泳などのスポーツ関連の新聞記事の宣伝効果が2億8,615万円で一番大きく，特に
フィギュアスケートの高橋大輔選手と織田信成選手二人による広告効果は全体の38%の2億
1,444万円にのぼることが推定された。
最後に，平成18年7月13日に完成した高槻キャンパスの「アイスアリーナ」の経済効果を推
定した。建設費による経済波及効果は，大阪府内では14億6,507万円，近畿地域では14億6,766
万円， 日本全体では20億7,046万円にのぼった。さらに，新聞に掲載された記事の宣伝の経済
効果は1,752万円になることが推定された。最後に「アイスアリーナ」は日本の大学では屈指
の通年型スケートリンクであることから頻繁にテレビで放映されたので，テレビ放映の経済効
果を推定した。その結果テレビ放映の経済効果は 1億8,034万円と推定された。その結果，
「アイスアリーナ」の経済効果は総額で16億6,552万円となり，建設費の約8億円を差し引いて
も8億6,500万円以上のプラスの経済効果があったことが推定された。
関西大学の地域に与える経済効果は非常に大きいと言うことができる。例えばよくマスコ
ミを賑わすプロ野球球団の優勝の経済効果と比較してみよう。日本中を大フィーバーさせた
2003年の阪神タイガース優勝の経済効果は，空前絶後の1,481億円（宮本研究室試算）であっ
たが，他の球団の優勝の経済効果はとても関西大学の経済効果には及ばない。例えば， 2003年
のダイエーホークス優勝の経済効果は417億円（福岡県調査統計課）， 2004年の中日ドラゴンズ
優勝の経済効果は203億円（共立総合研究所）， 2005年の千葉ロッテマリーンズ優勝の経済効果
は397億円（ちばぎん総合研究所）と推定されている。昨年の阪神タイガース優勝の経済効果
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でも643億円（宮本研究室）であったので，これらの値と比較すること，侮年800億円以上の経
済効果を関西近畿地域にもたらすことから，関西大学の経済効果は非常に大きいと言える。
しかし，関西大学の地域および日本への波及効果は経済のみだけではない。地域社会， 日本
さらに世界に向けて，教育，科学技術，文化，政治，スポーツ，環境などの向上，人材の育
成，産業の活性化国際化などに役立っている。経済も含めてこれら全ての分野における関西
大学の貢献は非常に大きいと言うことができる。
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